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アジア広域経済圏の構築を

日本が15年ぶりに議長国となり、アジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議が昨年11月に横浜で開催された。環境問題に加え、アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）の提言取りまとめが議長国日本の大きな課題となった。ボゴール宣言でAPEC先進国は2010年、後発国は2015年の域内貿易自由化を目標に努力してきた。先進国自由化の期限である2010年の域内関係国の動向が注目されたが、日本は米国とともにTPP(環太平洋連携)への参加の検討に時間を割き、FTAAPの討議が生彩を欠いたのは残念であった。
発展著しいアジア太平洋地域との経済関係強化を目指すオバマ政権は、自らをアジア太平洋の一員とみなし、2005年に合意され、2006年に発効したシンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、チリー4カ国の環太平洋経済連携TPP（Trans Pacific　Partnership）への参加を強く希望している。したがい、米国は上記4カ国にベトナム、マレーシア、オーストラリア、ペルーの5カ国を加え、9カ国でのアジア太平洋経済連携を目指し、貿易のみならず、金融、サービス、投資など幅広い経済関係強化をもくろんでいる。　

米国はこのTPPを核にFTAAPを結成し、躍進するアジア太平洋地域を取り込み、アジアとの貿易、投資の拡大を志向している。よって米国の動向には十分注目するとともに、日本としてはTPPを超えたFTAAP・アジア太平洋自由貿易圏の結成に尽力するとともに、東アジア共同体構築への長期的かつ戦略的対応が望まれる。鳩山前首相が主唱された東アジア共同体構築に際しては、上記のアジア太平洋自由貿易圏のみならず、東南アジア諸国連合（ASEAN）に加え、近来エネルギー共同体としても注目されている中国、ロシア、中央アジア諸国が構成国となり、力を増しつつある上海協力機構（SCO）とも協力し、広域アジア共同体構築戦略を検討すべきである。
全人代2010で中国の温家宝首相は東南アジア諸国連合（ASEAN）との経済協力に加え、上海協力機構（SCO）の枠組みでの東アジア、中央アジア広域連携強化を訴えた。
ヨーロッパに目を転ずると、欧州連合（EU）は東アジアとの経済関係強化を目指し、アジア・欧州会議（ASEM）を結成し、EU27カ国、ASEAN7+3（日本、韓国、中国）オブザーバーのモンゴリア、インド、パキスタン、イランなど41カ国、EU、ASEAN事務局の2国際機関も加え、発展するユーラシア・アジアへの進出を積極化している。
この戦略を筆者はEUの“ユーラシア横軸戦略”（Eurasia Horizontal Axis Strategy）と名付けている。さらに地中海沿岸諸国、アフリカへの拡大を志向していた欧州連合は08年7月13日パリで「地中海サミット」を開催し、地中海沿岸・欧州41カ国、2国際機関からなる新たな枠組み、“地中海のための連合”（UPM）を結成した。これはEU加盟国27カ国、中東、アフリカのモロッコ、イスラエル、パレスチナ、ヨルダン、レバノン、シリア、エジプトなど16カ国を加えて拡大EUを目指すもので、隔年で首脳会議が開催され、今後、EUの地中海、中近東、アフリカ諸国との経済関係がさらに強化されるものと予想される。しかし昨今のチュ二ジア、エジプト、リビアなどでの政治的混乱がUPMの進展に大きな影響を与えると思われ、推移を注意深く見守ることが肝要であろう。
米国は北米自由貿易協定（NAFTA）を中南米に拡大し、北中南米34カ国を糾合する”米州自由貿易地域（FTAA）の結成を目指す一方、太平洋をまたぎ、急速に発展しつつあるアジアへの橋頭堡として環太平洋連携（TPP）の構築に尽力しており、2011年11月にハワイで開催されるAPEC会議までに関係国でTPP結成を合意させたい意向で、鋭意努力中である。かかる積極的かつ野心的な通商戦略の下、オバマ政権は今後5年間で躍進するアジアとの貿易を2倍に拡大し、雇用を200万人に増大するため、筆者が命名する“アジア太平洋横軸戦略”（Asia Pacific Horizontal　Axis　Strategy）を強力に推進している。
このような欧州連合や米国のアジア通商戦略に対応し、わが日本としてはASEAN＋3、＋6での東アジア共同体構築に際し、将来の拡大アジア共同体を視野に入れ、中国、ロシア、キルギス、タジキスタン、ウスベキスタン、カザフスタン、オブザーバーのモンゴリア、インド、パキスタン、イランを含む上海協力機構（SCO）と協力し、”東アジア・中央アジア会議“（ECAM=East・Central Asia Meeting）を結成。メンバーとして日本、韓国、北朝鮮、台湾、香港、オーストラリア、ニュジーランドも加え、将来の拡大アジア共同体構築に備えるべきである。21世紀の経済発展の軸がアジア・ユーラシアに移転しつつある現状下、“広域アジア・ユーラシア共同市場”構築戦略が日本に取り必要である。
かかる観点からアジア・ユーラシアで上海協力機構を含め東アジア諸国が協力し、世界の経済を牽引して行くべきであろう。そのためにはヨーロッパ、アジアが結節する地政学的にも重要なユーラシアでの汎アジア・ユーラシア共同市場戦略を構想することが強く望まれる
注；
ASEAN(Association of Southeast Asian Nations=東南アジア諸国連合)

ASEAN+3（タイ、インドネシア、シンガポール、フィリッピン、マレーシア、ブルネイ、ベトナム、ミャンマー、ラオス、カンボジア）＋日本、中国、韓国
ASEAN+6  上記にインド、オーストラリア、ニュージーランドを含む。
APEC（Asia Pacifc Economic Cooperation=アジア太平洋経済協力）＝アジア太平洋の　

2１カ国・地域が参加。
FTAAP(アジア太平洋自由貿易圏＝Free Trade Area of the Asia Pacific)

TPP(Trans Pacifc Partnership=環太平洋連携)

SCO(Shanghai Cooperation Organization=上海強力機構＝中国、ロシア、タジキスタン、キルギス、カザフスタン、ウスベキスタン＋オブザーバー＝モンゴリア、インド、パキスタン、イラン)

FTAA(Free Trade Area of the Americas=米州自由貿易圏＝北中南米34カ国)

NAFTA(North American Free Trade Agreement=北米自由貿易協定＝加、米、墨3カ国)
ASEM(Asia Europe Meeting=アジア欧州会議)
